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AI や IoT 等の新技術を活用したﾊﾟｰｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ手法に関する研究 
Research on park management methods that utilize new technologies such as AI and IoT  

（研究期間 令和 2年度～令和 4年度） 

社会資本マネジメント研究センター 緑化生態研究室   室 長 大石 智弘 
Research Center for Infrastructure Management             Head OHISHI Tomohiro 
Landscape and Ecology Division                     主任研究官 山岸 裕 

 Researcher YAMAGISHI Yutaka 
New technologies such as AI and ICT have the potential for park management methods, including maintenance 

and operation. In order to promote the efficient and effective maintenance, management, and operation for in 
particular urban parks using these new technologies, we are conducting comprehensive surveys and examining 
their utilization status and applicability. 

In fiscal 2021, we conducted questionnaire surveys and interview surveys in order to grasp the needs of new 
technologies for park managers, and based on these survey results, we examined how we introduce these new 
technologies. 

 
［研究目的及び経緯］ 

近年 AIや ICT等の発展により、様々な新技術が開発

されており、国土交通省の各種の公共事業等の分野に

おいても調査・計画・設計から管理・運営を効率的・効

果的に行うために、それらの技術の現場での適用が検

討及び実施されている。都市公園分野でも、他の事業

分野では用いられており適用可能と考えられるもの、

適用・実用化にあたって試行実験が必要なもの、有用

と思われるがその適用について検討されていないもの

など様々な段階の新技術が存在すると考えられ、一部

の公園で既に適用されているものの、これら個別の新

技術について紹介されている事例は少ない。 

そのため、国土技術政策総合研究所緑化生態研究室

では、これら新技術について、特に都市公園の効率的・

効果的な維持・管理及び運営の推進を図るため、総括

的な調査及びその利用状況や適用可能性についての検

討を令和 2年度より実施している。 

令和 3 年度は、新技術に関する公園現場ニーズをア

ンケート調査、ヒアリング調査から把握するとともに、

これらの調査結果をもとに都市公園における新技術の

導入の在り方に関する検討を行った。 

 

［研究内容］ 

1. 都市公園における新技術活用に関する事例調査 

本研究における新技術（普及が進んでいない既存技

術及び既存技術の新しい利用方法を含む）は、各種の

公共事業等の分野や民間等における AIや ICT等の新

技術のうち、都市公園において適用可能と考えられ、

主に、維持・管理及び運営に資する新技術を対象と

し、以下の事例調査を実施した。 

(1)前年度調査補足 

前年度に収集した 104の新技術活用事例に対し、そ

の後の新技術開発・導入動向も踏まえ、追加で 15の

新技術の事例を収集し、調査・整理を行った。調査項

目は、該当技術の概要・特徴、他分野及び公園分野で

の利用実績や現時点での適用段階、導入条件、維持管

理方法、導入・運用にあたってのコストとした。調査

の方法は、ウエブサイト（プレリリース等を収集した

サイト）等の文献調査を基本として実施した。 

(2)実証実験等に関する事例調査 

都市公園において新技術の実証実験等を行っている

事例について 10事例を対象に調査・整理を行った。

調査項目は、対象公園の立地、公園種別、規模、該当

技術の概要・特徴、導入目的・条件、維持管理方法、

導入・運用にあたってのコスト、利用者・公園管理者

にとっての利便性・有用性、リスク、課題とした。調

査方法は、ウエブサイト、学術論文、業界誌等の文献

調査を基本とし、電話・電子メールで実証実験関係者

（公園管理者を含む）等に対するヒアリングや資料請

求による補足調査を実施した。 

(3)現場ニーズ及び技術シーズのマッチングに関する

事例調査 

国土交通省各地方整備局（北海道開発局を含む）が

行った現場ニーズ及び技術シーズのマッチングに関す

る事例のうち５事例（マッチングが成立したもの）の

調査・整理を行った。調査・整理する事例は、都市公

園分野（植栽管理を含む。）でも適用可能なものと

し、調査項目は、該当技術の概要・特徴、導入目的・

条件、維持管理方法、導入・運用にあたってのコス

ト、施設管理者にとっての利便性・有用性、適用可能

な都市公園の立地・種別・規模、リスク、課題とし

た。調査方法は、主として、各地方整備局（北海道開

発局を含む）のホームページから現場ニーズ及び技術

シーズのマッチングに関する情報を収集することを基

本とし、ウエブサイト、学術論文、業界誌等の文献調

査による補足及びマッチングが成立した現場事務所及

び開発業者双方に対して電話・電子メールによりヒア

リングや資料請求による補足調査を実施した。 

2. 公園現場ニーズに関するアンケート調査 
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都市公園における新技術導入のニーズの把握や導

入・普及・活用に向けた課題の抽出・整理を行うことを

目的に、直轄公園事務所（全事務所）、地方公共団体公

園担当部局及び公園業界団体に対して都市公園分野に

おける新技術の活用に関するアンケート調査を行った。 

(1)アンケート調査対象 

・国営公園事務所（計 17 公園） 

・地方公共団体（計 129地方公共団体） 

都道府県（47）、政令指定市（20都市）、中核市（62

都市） 

・公園業界団体（7団体） 

(2)アンケート調査方法 

①新技術導入の実態及び導入の意向調査に関する基礎

資料の作成 

新技術導入に関する意向を調査するために、今後、

都市公園で普及が望まれる新技術の事例について、そ

の概要（名称、開発者、内容）・特徴等について、昨年

度業務で収集した 104事例及び１．で収集した計 25事

例、合計 129事例から 23事例を抽出し、アンケート調

査の基礎資料を作成した。なお、抽出にあたっては、以

下の観点を考慮した。 

・公園管理者ニーズとの合致（ 公園管理者及び利用者 

にとっての効果） 

・導入の容易性（安全性・社会性への配慮、法令面での     

課題、技術の汎用性、初期導入費用等） 

・技術的熟度（導入段階、現在の技術の実証度合い） 

②アンケート調査票の作成及びアンケート調査の実施 

ⅰ）国営公園事務所及び地方公共団体に対するアンケ

ート調査 

アンケート調査にあたっては、以下のイ）～ハ）の調

査項目に関わるアンケート調査票を作成するとともに、

電話・電子メールで調査対象部局等に対するヒアリン

グや資料請求による補足を行った。 

イ）2.(2)①で抽出した 23 事例の新技術についての

導入の有・無及び興味の有無（試行的に実施の意

向有等） 

ロ）上記イ）以外の導入している新技術 

ハ）その他導入したい及び導入を考えている新技術、

新技術を導入していない理由 

ⅱ）公園業界団体に対するアンケート調査 

アンケート調査にあたっては、以下のイ）及びロ）の

調査項目に関わるアンケート調査票を作成するととも

に、電話・電子メールで担当者に対するヒアリングや

資料請求による補足を行った。 

イ）開発や提供など導入に関わりのある新技術 

ロ）その他提供等が期待される新技術 

3. 都市公園における新技術の導入の在り方に関する

検討 

前年度研究結果、上記 1.及び 2.の調査結果をもと

に、以下の検討を行った。 

(1)都市公園における新技術導入の目的の見直し 

都市公園における新技術の導入に関し、前年度の新

技術の導入目的（1.公園施設管理、2.利用者実態把

握、3.公園情報の蓄積、提供及び発信（PR）、4.来園

者へのサービス提供、5.その他）の分類の見直しを行

った。 

(2)都市公園における新技術導入の傾向 

(1)で見直しを行った都市公園における新技術導入

目的毎に新技術導入の傾向（導入されている新技術の

傾向、新技術導入実績や意向の有・無、件数等）を把

握した。検討に際しては、以下の項目毎に検討を行っ

た。 

・導入したい、導入を考えている新技術の活用目 

的・方法 

・導入されている新技術の傾向 

・導入実績が多い新技術 

・導入意向は多いが導入実績が少ない新技術 

・導入実績・意向は少ないが技術シーズにより導入

が可能な新技術 

(3)今後、導入に向けた課題解決が容易であると考え

られる新技術のとりまとめ 

1.及び 2.の調査結果を踏まえ、今後、都市公園分

野で導入に向けた課題解決が容易であると考えられる

新技術を 10 事例抽出し、都市公園における実装化を

念頭に整理した。 

整理する項目は、該当する新技術の対象となる公園

立地・種別・規模、該当する新技術の導入・運用にか

かるコスト、利用者・公園管理者にとっての利便性・

有用性、リスク、都市公園における実装化にあたって

の課題等とした。 

(4)都市公園における新技術導入に向けた今後の取組

みの検討 

都市公園の効率的・効果的な維持・管理及び運営の

推進を図るための新技術の導入について、普及・活用

を妨げている課題を整理するとともに、その解決方策

についての提案を行った。 

 

［研究成果］ 

1. 都市公園における新技術活用に関する事例調査 

ここでは、前述の［研究内容］1.の調査のうち(2)

実証実験等に関する事例調査について示す。事例の選

定は、令和 3年度に国土交通省公園緑地・景観課が国

営公園管理事務所を対象に実施した新技術導入に関す

るニーズ調査や、［研究内容］2.の地方自治体を対象

に実施した新技術導入に関するニーズ調査等から、公

園管理者の活用ニーズが高い事例、または既に国営公

園で導入された事例を中心に、実証実験の他に、先進

的に導入している事例も含めて表-1 に示す事例の調

査を実施した。 

2. 公園現場ニーズに関するアンケート調査 

 本アンケート調査実施にあたり、アンケート調査の

精度向上を図るために、1都道府県、1政令指定市、3

中核市、1公園業界団体の計 5 団体にプレアンケート

調査を実施した。 
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以下に、本アンケート調査の概要について述べる。 

(1)アンケート調査実施概要 

 アンケート調査実施概要は、表-2 のとおりであ

る。回収率は、国営公園事務所、公園業界団体は、

100％、地方公共団体でも平均で 76%であった。 

(2)アンケート調査結果 

 以下に、国営公園事務所及び地方公共団体へのアン

ケート調査結果について抜粋して示す。 

①都市公園の維持・管理及び運営における特に優先し

て解決すべき課題が生じている業務内容及び新技術

により課題解決を期待する業務内容 

 表-3に調査結果について整理した。 

地方公共団体全体では、優先して解決すべき課題が

生じている業務内容は、「施設・設備維持修繕及び保

守点検」が、全体の 86%が回答しており、最も高く、

次いで「動植物管理」が 58%、「利用者ニーズ・利用

実態把握」が 43%という結果であり、新技術により課

題解決を期待する業務内容も同様の順番であった。 

地方公共団体分類別には、全体的に同様の傾向がみ

られたが、その中で、優先して解決すべき課題が生じ

ている及び新技術により課題解決を期待する業務内容

表-1 実証実験等の対象事例 

表-2 アンケート調査実施概要 

表-3都市公園の維持・管理及び運営における特に優先して解決すべき課題が生じている業務内容及び 
新技術により課題解決を期待する業務内容 
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の「動植物管理」、「利用案内・サービス」、「利用者ニ

ーズ・利用実態把握」は、都道府県、政令指定都市、

中核市で、それぞれ「43%・31%、59%・41%、74%・

51%」、「48%・45%、47%・35%、15%・10%」、「45%・

33%、53%・53%、36%・26%」で「動植物管理」で中核

市が最も高く、「利用案内・サービス」、「利用者ニー

ズ・利用実態把握」では、中核市が最も低いという結

果であった。これは、中核市では、「動植物管理」な

どの日常的な維持管理に関心が高いといったことや地

方公共団体分類別に所有している公園種別が異なるこ

とがその理由として推測される。 

②新技術の導入状況 

 今後、都市公園で普及が望まれる新技術の事例とし

て抽出した 23事例及びその導入状況及び興味につい

て地方公共団体の調査結果を表-4に整理した。 

導入済では、No.20 無線 Wi-Fi環境の整備が 34件

と最も多く、2 番目が No.21 利用料金収受におけるキ

ャッシュレス化が 22件であった。以下、No.5 アプリ

やウエブサイトを活用した市民による道路・公園等の

「不具合通報」が 13件、No.11 ウェブサイトやアプ

リから公園内の様子を写真や動画にて提供及び No.19 

デジタルサイネージによる園内情報の表示が 12件、

No.10 ネットワークカメラを活用した施設監視が 11

件、No.1 クラウドを活用した公園台帳システム及び

No.12 ドローンによる公園紹介ビデオの作成が 9件と

いう順番（これより以下は省略）であった。 

 新技術への興味に関しては、C.興味があり、技術の

詳細を確認した上で導入を検討したい、D. 興味があ

り、将来的に導入を検討する可能性がある及び E. 興
味があるが導入は難しいと回答した理由では、全体的

にコストを理由に挙げる自治体が多く、まず最初に、

コストの検討が必要であると考えられる。また、F. 
導入する意向はないと回答した理由としては、直面す

る課題に合致しない、新技術について検討していない

が全体的に多かった。 

 さらに、23事例に限らず新技術を導入していない

地方公共団体について、その理由を表-5に整理し

た。全体では、「新技術導入に関しては、事前に検討

表-4都市公園で普及が望まれる新技術 23事例への興味（地方公共団体） 
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する必要があるが、具体的な検討を行っていないた

め」が 51％と最も多く、2番目に、「公園に関する新

技術の情報が少なく検討していない」が 46％、3番 

目に「技術があることは知っているが課題があり導入

していない」が 29％であった。事前検討や課題のほ

かにも、情報不足も大きな原因であることが明らかと

なった。 

③今後新技術の導入を考えている分野 

今後新技術の導入を考えている分野を表-6に整理し

た。地方公共団体全体では、大項目では、1．公園施設

管理、2．利用者実態把握、4．来園者へのサービス提供、

3．公園情報の蓄積、提供及び発信（PR）及び 5．その

他の順に回答数が多かった。 

個別分野で 30%以上の回答数があったのは、1．公園

施設管理では、①公園施設情報の管理、②公園施設の

巡視、③公園施設の点検、⑤植物の管理、2．利用者実

態把握では、①来園者の人流・客層の把握、③公園施設

の利用状況の把握、3．公園情報の蓄積、提供及び発信

（PR）では、①公園情報の発信、4．来園者へのサービ

ス提供では、①多言語案内、④公園情報の提供であっ

た。 

3. 都市公園における新技術の導入の在り方に関する

検討 

ここでは、［研究内容］3.(3) 今後、導入に向けた課

題解決が容易であると考えられる新技術のとりまとめ

から説明することとする。 

(1)今後、導入に向けた課題解決が容易であると考えら

れる新技術のとりまとめ  

 10事例の抽出にあたっては、以下の①～⑥の観点か

ら行い、表-7のとおり整理した。なお、表中における

導入目的及び活用目的・方法は、［研究内容］3.(1)の見

直し結果に基づいている。 

①普及が望まれる新技術の 23 事例及び公園現場ニー

ズが高い実証実験等の 10 事例から抽出する。 

②23事例及び実証実験等の事例を導入目的及び活用目

的・方法ごとに分類する。 

③事例に偏りがないよう、導入目的毎に 2、3 事例を選

定する。 

④自治体ニーズが高い事例のうち、既に導入済みの自

治体が多い場合、対象外とする。 

⑤令和 2 年度報告書で整理されたケーススタディの事

例は、導入条件等を整理されているため、優先順位を

下げる。 

⑥⑤で 10事例に満たない場合、④⑤で対象外となった

事例から活用目的・方法が同じ事例を抽出する。 

 上記 10事例に関し、都市公園における新技術の実装

化にあたっての課題の整理を行い、そのうち 5 事例を

表-5 新技術を導入しない理由 

表-6 今後新技術の導入を考えている分野 

表-7 とりまとめ事例一欄 
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抜粋して表-8に示す。 

 (2)都市公園における新技術導入に向けた今後の取組

みの検討 

なお、都市公園への新技術の普及・活用を促進する

一連の流れの一例を以下に示す。 

①現場ニーズと技術シーズのマッチングの機会を設定 

全てのケースにおいて必要なわけではないが、現場

ニーズと技術シーズのマッチングの機会を設定するこ

とでより広い範囲での新技術の導入検討が可能とな

る。 

 

項目 具体例 

現場ニーズ
と技術シー
ズのマッチ

ング 

・国土交通省各地方整備局 

・公募型共同研究（東京都） 
・堺市 産業 DX 支援事業（仮称）運営委託業務

（堺市） 

・大阪市産学官連携等による最先端 ICT を活用
した提案（大阪市） 

・指定管理者が中心となり実施（名古屋市久屋

大通公園 社会実験） 
・平城宮跡歴史公園スマートチャレンジ 等 

 

②実証実験の実施 

 次に、実証実験等により採算面及び運用面（コス

ト適合、法規制等の確認、安全性・確実性確保）の検

討を行い、従来の方法や既存技術に対しての優位性を

確認することが必要である。 
 

③普及に向けての検討 

さらに、新技術の優位性が把握された場合は、普及

に向けての検討を行うことが必要である。法規制整

備・緩和、監督官庁や業界団体等によるガイドライン

の作成、それぞれの分野や現場における運用マニュ

アルの作成等も必要である。 

また、都市公園における新技術の導入にあたって

は、情報が少ないと考えられるため、新技術導入の成

功事例集の公表といったことも重要であると考えら

れる。 

 

項目 解決方策案（例） 

普及に向け
ての検討 

上記で優位性が判断された場合 

・市場拡大性の判断 
・法規制整備・緩和、ガイドラインの作成 
・運用マニュアルの作成 

・開発・普及を促進する補助金・助成金の充実 
・NETIS登録等を活用した技術情報と評価の提供 
・新技術導入の成功事例集の公表 

 

［成果の活用］ 

今後、令和２～３年度の研究成果をもとに、都市公

園における新技術導入に関しての一般的な課題や個別

技術導入に関しての課題等をとりまとめ、都市公園に

おける新技術導入に向けての技術資料を作成し公表す

る予定である。 

 

項目 検討内容（例） 

実証実験 

・採算面及び運用面（コスト適合、法規制
等の確認、安全性・確実性確保）の検討 

・技術の優位性の把握 

表-9 現場ニーズと技術シーズのマッチング 表-11 普及に向けての検討 

表-10 実証実験の実施 

表-8 都市公園における新技術の実装化にあたっての課題の整理 


